
成年後見制度の改正に関する

要綱試案について

平成10年4月14日

法務省民事局法制審議会民法部会

1　成年後見制度の改正の必要性

・成年後見制度　現行民法＝禁治産・準禁治産制

度＋後見・保佐制度

＊判断能力が不十分な者（痴呆性高齢者．知的

障害者．精神障害者等）を保護する制度

・改正の必要性　高齢社会への対応及び障害者福

祉の充実の必要性を背景とする

柔軟かつ弾力的な利用しやすい

制度に対する社会的要請

2　改正に関する検討の経緯及び予定

＊平成7年7月　　　法務省民事局内「成年後見

問題研究会」検討開始

＊平成9年10月　　　法制審議会民法部会「成年

後見小委員会」審議開始

＊平成10年4月14日　要綱試案の公表・関係各界

に対する意見照会

＊平成11年　　　　　要綱の答申・通常国会に法

案提出

3　要綱試案の概要

（1）基本的な理念「自己決定の尊重の理念」と

「本人の保護の理念」との調和

（2）禁治産・準禁治産制度の改正

ア　三類型の制度化（補助類型の新設と現行の

二類型の弾力化）

①「補助」（新設）＜対象者＝軽度の痴呆・

知的障害・精神障害等の状態にある者＞

＊特定の法律行為について補助人の代理

権又は本人の取消権等を設定

②「保佐」（準禁治産に相当）＜対象者＝心

神耗弱者＞

＊保佐人に一定の範囲の代理権・取消権

を付与

③「後見」（禁治産に相当）＜対象者＝心神

喪失の常況にある者＞

＊後見人に広範な代理権・取消権（日常

生活に必要な行為を除く）を付与

イ　福祉関係の行政機関に対する中立権の付与

の検討

ウ　戸籍への記載に代わる新しい登録制度の創

設の検討

エ　各種法令の資格制限（欠格事由）の見直し

の検討

（3）後見・保佐制度の改正一成年後見体制の充実

ア　配偶者法定後見人制度の廃止　事案に応じ

た最適任者の選任

イ　法人・複数成年後見人　法人・複数の成年

後見人による成年

後見事務の遂行選

任の考慮事情（本

人との関係等）の

明文化

ウ　身上監護　本人の身上に配慮すべき義務の

明文化等
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エ　監督体制の充実　法人成年後見監督人の選

任等

（4）任意後見制度（公的機関の監督を伴う任意代

理制度）の法制化の検討

．任意後見契約＝本人が判断能力低下後の事務

に関する代理権を低下前に授権

＊公正証書による任意後見人の指定→本人

の判断能力の低下

→家庭裁判所による任意後見監督人の

選任

→任意後見監督人による任意後見人の

監督

成年後見制度の改正に関する要綱試案の概要
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1　成年後見制度の改正の背景

成年後見制度は、判断能力の不十分な成年者（痴

呆性高齢者・知的障害者・精神障害者等）を保護

するための制度であり、現行民法上は、禁治産・

準禁治産制度及びこれを前提とする後見・保佐制

度が設けられている。

現行の制度は、本人の保護の理念に重点を置い

た制度であるが、今日では、種々の観点から利用

しにくい制度になっているとの指摘がされてお

り、高齢社会への対応及び障害者福祉の充実のた

めの施策の一環として、柔軟かつ弾力的な利用し

やすい制度にすることへの社会的な要請が高まっ

ている。欧米諸国においても、近年、各国の実情

に即した成年後見立法が相次いでおり、このよう

な内外の状況を踏まえて、自己決定の尊重、残存

能力の活用、ノーマライゼーション（障害のある

人も家庭や地域で通常の生活をすることができる

ような社会をつくるという理念）等の新しい理念

と従来の本人の保護の理念との調和を旨とする法

改正の必要性が提唱されている。

2　成年後見制度の改正に関する検討の経緯及び

今後の予定

前記1の背景を踏まえて、法務大臣の諮問機関

である法制審議会の民法部会は、平成7年6月に、

成年後見問題を検討課題として取り上げる旨の決

定をするとともに、その審議の基礎となる調査研

究を行うことを目的として、法務省民事局内に研

究会を設置することを決定した。これに基づいて、

同年7月、民事局内に「成年後見問題研究会」（座

平成10年4月14日

法務省民事局参事官室

長・星野英一東京大学名誉教授）が設置され、同

研究会は、民法学者、弁護士及び裁判官のほか、

最高裁判所及び法務省の担当者を構成員とし、厚

生省の担当者をオブザーバーとして、約2年間に

わたって基礎的な調査研究（関係諸団体からの意

見聴取、諸外国における立法の実態調査等を含

む。）を行い、昨年9月にその検討結果を取りま

とめた報告書を作成した。法務省民事局は、同月

30日、法制審議会民法部会において同研究会の調

査研究結果を報告した上で、同報告書を公表した。

法制審議会民法部会は、同日、この報告を受け

て、財産法小委員会及び身分法小委員会の各委員

・幹事の一部のほか、福祉関係者（老人福祉団体、

障害福祉団体〔知的障害関係・精神障害関係〕、

権利擁護機関、社会福祉協議会及び厚生省担当者）

を含む一般有識者の参加を得た「成年後見小委員

会」を新たに設置し、昨年10月以降、成年後見制

度の改正に関する本格的な審議を行っており、本

年4月14日、同小委員会における現時点の検討結

果を取りまとめた要綱試案を了承・公表した。こ

れは、成年後見制度の改正については、国民生活

との密接な関わりがあることから、審議の中間段

階において要綱試案を公表し、福祉関係団体等を

はじめとする関係各界に対して意見照会を行うこ

とが必要であるとされたものである。今後は、平

成11年初頭までに改正要綱の答申を得て同年の通

常国会に成年後見制度の改正のための民法改正法

案等を提出することができるよう、関係各界の意

見を十分に踏まえつつ審議・検討を進めていく予

定である。



◎成年後見制度の改正に関する要綱試案について

3　要綱試案の概要

「成年後見制度の改正に関する要綱試案」（以

下「試案」という。）は、法制審議会民法部会（成

年後見小委員会）の成年後見制度の改正の方向に

関する現時点における検討結果を取りまとめたも

のである。試案は、自己決定の尊重の理念（残存

能力の活用、ノーマライゼーション等の理念を含

む。）と本人の保護の理念との調和を旨として、

柔軟かつ弾力的な利用しやすい制度を設計するた

め、基本的には民法の改正の形式により、次のよ

うな制度の改正を行うことを提案している。以下、

主要な論点を概観するが、試案中において「なお

検討する」とあるのは、意見照会の結果等を踏ま

えて今後更に検討すべき論点という趣旨である。

（1）禁治産制度及び準禁治産制度の改正について

（試案第一）

ア　三類型の制度化と弾力化－「補助」類型

の新設と現行の二類型の弾力化

試案は、自己決定の尊重の理念と本人の保

護の理念との調和を旨として、各人の多様な

判断能力及び保護の必要性の程度に応じた柔

軟かつ弾力的な措置を可能とする利用しやす

い制度を設計することとしている。

具体的には、①軽度の痴呆、知的障害、精

神障害等の状態にある者を対象とし、保護の

内容（代理権又は同意権．取消権）及び対象

行為の範囲の選択を当事者の申立てにゆだね

る新しい保護類型として「補助」類型を新設

するとともに、現行の二類型の内容を弾力化

して名称を改め、②現行の準禁治産類型に相

当する「保佐」類型に関しては、新たに、保

佐人に代理権及び取消権を付与した上で、保

佐人の代理権の設定及び範囲の選択を当事者

の申立てにゆだね、③現行の禁治産類型に相

当する「後見」類型に関しても、新たに、日

常生活に必要な範囲の行為を専ら本人の判断

にゆだねて取消権の対象から除外することと

し、次の三類型を制度化するものとしている

（試案第一）。

①　補助類型－補助人の選任（試案第一、

ー）

新設の類型であり、心神耗弱には至らな

いがなお判断能力が不十分であるために保

護を必要とする者（軽度の精神上の障害〔軽

度の痴呆・知的障害．精神障害．自閉症

等〕により代理権又は同意権・取消権によ

る保護を必要とする者）を対象とし、申立

てにより、特定の法律行為について代理権

又は同意権・取消権の一方又は双方を付与

することができるものとする。

このように、当事者の選択による補助人

の一部代理権等の設定を可能とするととも

に、本人の同意又は申立てを決定の要件と

することにより、自己決定の尊重の理念に

沿った柔軟かつ弾力的な保護の方法を制度

的に担保している。

自己決定の尊重の理念を徹底して本人の

みに取消権を付与することとするか、本人

保護の実効性の観点から本人・補助人の双

方に取消権を付与することとするかについ

ては、なお検討するものとしている（試案

第一、一3（4）（注））。

本人の状況の変化に応じて、申立てによ

り、代理権又は同意権・取消権の追加又は

範囲の変更等が可能である（試案第一、一

3（1）（2）、4（1）（2））。

本人の心神の状況に関する認定方法に関

しては、原則として鑑定を要しないものと

することについて、なお検討するものとし

ている（試案第一（後注）（1））。

②　保佐類型－保佐人の選任（試案第一、

二）

現行の準禁治産類型に相当する類型であ

り、心神耗弱者を対象とし、現行どおり民

法第12条第1項所定の法律行為（借財、不

動産の処分等）に関する同意権が保佐人に

付与されるが、新たに、本人保護の実効性

の観点から、同意権の対象となる法律行為

について保佐人に取消権を付与するととも

に、申立てにより特定の法律行為について

保佐人に代理権を付与することもできるも

のとする。

このように、当事者の選択による保佐人

の一部代理権の設定を可能とするととも

に、代理権の付与について本人の同意又は
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申立てを要件とすることにより、自己決定

の尊重の理念に沿った柔軟かつ弾力的な保

護の方法を制度的に担保している。

本人の状況の変化に応じて、申立て等に

より、代理権の追加又は範囲の変更等、同

意権．取消権の範囲の拡張等が可能である

（試案第一、二3（2）（3）、4（1）（2））。

②　後見類型－後見人の選任（試案第一、三）

現行の禁治産類型に相当する類型であ

り、心神喪失の常況にある者を対象とし、

本人保護の実効性の観点から、基本的には

全面的な代理権．取消権が後見人に付与さ

れるが、新たに、自己決定の尊重の観点か

ら、日常生活に必要な範囲の行為について

は、専ら本人の自己責任にゆだねて取消権

の対象から除外するものとする（試案第一、

三3）。

以上のとおり、試案の三類型に関しては、

本人の判断能力の程度に応じて一応三つの類

型への振り分けを行った上で、各類型の中で

各人の判断能力及び保護の必要性の程度に応

じた個別的な調節を行うものであり、一元的

制度の趣旨を活かして、具体的な適用の場面

においては、各人ごとの個別の状況に応じた

弾力的な保護の内容・範囲の設定を可能とす

るものである。また、軽度の痴呆・知的障害

．精神障害等の状態にある者を対象とする類

型（前記①）にあっては、自己決定の尊重の

観点から、保護の内容・範囲を全面的に当事

者の自己決定・選択にゆだね、重度の痴呆．

知的障害．精神障害等（心神喪失．心神耗弱）

を対象とする類型（前記②③）にあっては、

本人保護の実効性の観点から、一定の範囲の

保護の内容を法定し、当事者の自己決定．選

択にゆだねる範囲と併存させており、判断能

力の程度に応じて当事者の判断と責任にゆだ

ねる範囲を調節している。

（以下、前記アの補助人、保佐人及び後見人

を総称して「成年後見人」といい、後記（2）オ

の補助監督人、保佐監督人及び後見監督人を

総称して「成年後見監督人」という。）

イ　福祉関係の行政機関の申立権

身寄りのない痴呆性高齢者・知的障害者・

精神障害者等に対する迅速かつ適切な成年後

見の開始を制度的に確保する観点から、試案

では、福祉関係の行政機関に申立権を付与す

ることについて、なお検討するものとしてい

る（試案第一、一1（注2））。

ウ　戸籍への記載

戸籍への記載については、国民に心理的抵

抗感があり、それが制度の利用の障碍となっ

ているとの意見があることから、このような

意見に配慮して、試案では、戸籍への記載に

代わる新しい登録制度を創設することについ

て、その適否を含めてなお検討するものとし

ている（試案第一、一（後注）（4））。

ェ　資格制限（欠格事由）

現行の禁治産者．準禁治産者に関しては、

現行法令上、多数の資格制限（欠格事由）が

規定されており、これに対する国民の心理的

抵抗感が制度の利用の障碍となっていること

を考慮して、試案では、資格制限の範囲を縮

減する方向で検討するものとしている（試案

第一（後注）（5））。

現行民法の中にも、禁治産・準禁治産の宣

告を受けたことを後見人・保佐人及び後見監

督人の欠格事由とする旨の資格制限の規定

（第846条第2号、第847条第1項、第852条）

があるが、これらの者は、家庭裁判所による

選任．監督の手続を通して適任者の確保が十

分に可能であるので、試案では、保佐及び後

見の開始決定については、成年後見人及び成

年後見監督人の欠格事由とはしないものとし

ている（試案第二、一5）。このように、今

回の成年後見制度の改正に際しては、現行法

令中の資格制限の規定をすべて見直し、当該

法令の定める資格審査（能力審査）の手続（任

免、選任．監督、資格試験、登録の付与・取

消し等）により対象者の能力が十分に担保さ

れていると認められる場合には、保佐．後見

の開始決定を受けたことを欠格事由とはしな

い方向で検討が行われることが望まれるとこ

ろである。

また、新設の補助類型については、現行法

令上何らの資格制限も付されていない者（現

行の準禁治産者より判断能力の程度の高い
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者）を対象とするものであるので、ノーマラ

イゼーションの理念等の観点から、資格制限

を付さない方向で関係各界の理解を得られる

ことが期待されるところである。

（注）制度の対象者については、次のような検討

がされた。

①　浪費者

現行法は、浪費者を準禁治産宣告の対象

としている（民法第11条）が、私的自治の

原則に対する私法上の規制は、判断能力の

不十分な者に関する必要最小限の範囲に限

定するという立法政策等の観点から、試案

では、浪費者を保佐類型の対象とはしない

ものとしている（試案第一、二1（注））。

これは、単に浪費者であることを保佐類型

の要件とはしないという趣旨であり、浪費

者の中で判断能力の不十分な者のみが補助

開始決定等を受けることになる。

②　身体障害者

昭和54年の民法改正により、「聾者」「唖

者」「盲者」を準禁治産宣告の対象から除

外する旨の改正がされた経緯（身体障害者

の差別及び取引上の不利益につながるとし

て、視聴覚．言語機能障害者自身が規定の

削除を求める請願・運動等を行い、改正に

至った。）、前記①の立法政策等を考慮する

と、身体障害者を一律に成年後見制度の対

象とすることは相当ではないと考えられ

る。なお、試案では、重度の身体障害によ

り意思疎通が著しく困難であり、適切な表

示行為をすることができない者を新設の補

助類型の対象に含めることの適否について

は、なお検討するものとしており（試案第

一、一1（注1））、この点に関しては、ノー

マライゼーションの理念に即した身体障害

者の権利擁護の在り方全般を視野に入れな

がら検討していく必要があるものと考えら

れる。

（2）後見制度及び保佐制度の改正について（試案

第二）

ア　配偶者法定後見人制度の廃止

現行法では、配偶者のある禁治産者．準禁

治産者については、必ず配偶者が後見人・保
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佐人になるものとされている（民法第840条、

第847条第1項）が、特に痴呆性高齢者等の

場合には、配偶者も相当高齢に達しているこ

とが多く、必ずしも配偶者が常に適任とは限

らないことから、試案では、家庭裁判所が事

案に応じて最も適任と認められる者を成年後

見人に選任することができるようにするた

め、配偶者が当然に後見人となる旨を定める

民法第840条の規定を削除するものとしてい

る（試案第二、一1）。

イ　複数成年後見人制度の導入及び法人成年後

見人制度の明文化

現行法では、後見人・保佐人は「一人」で

なければならないとされている（民法第843

条、第847条第1項）ため、複数の後見人－

保佐人を選任することはできず、また、法人

を後見人．保佐人に選任することの可否につ

いては解釈上疑義がある。

試案では、利用者の多様なニーズに応える

保護・支援の方策として、成年後見の体制に

ついての選択肢を広げる観点から、①複数の

成年後見人を選任することができるようにす

るため、後見人の人数を一人に制限する民法

第843条の規定を削除する（試案第二、一2）

とともに、②法人（例えば、社会福祉協議会

等）が成年後見事務を遂行することを可能に

するため、法人を成年後見人に選任すること

ができることを法文上明らかにする（試案第

一、一3）ものとしている。

ウ　成年後見人の選任の考慮事情の明文化

本人との利益相反のおそれのない信頼性の

高い個人・法人が成年後見人に選任されるこ

とを手続的に担保するため、試案では、成年

後見人の選任に当たって家庭裁判所が考慮す

べき事情として、「本人と成年後見人となる

べき者との関係」、「成年後見人となるべき者

の職業又は事業及び資産の状況」、「成年後見

人の選任に関する本人の陳述及び成年後見人

となるべき者の意見」等の事情を例示的に列

挙することにより、成年後見人の選任の考慮

事情を明文化するものとしている（試案第二、

一4（3））。



エ　身上監護及び本人の意思の尊重

現行法では、身上監護に関しては、禁治産

類型の後見人のみが本人に対する療養看護義

務を負うものとされている（民法第858条第

1項）。

試案では、①財産管理（契約の締結、費用

の支払等に関する職務）と身上監護（医療、

住居の確保、施設の入退所、介護・生活維持、

教育・リハビリ等に関する職務）の密接不可

分な関連性を考慮して、現行の民法第858条

の規定に加えて、成年後見人は、その権限（代

理権．財産管理権等）を行使するに当たって、

自己の権限の範囲に応じて本人の身上に配慮

すべき義務がある旨の一般的な規定を創設す

る（個別の事項については、当該規定の解釈

で読み込む）とともに、②その規定の中で、

本人の意思の尊重に関する成年後見人の責務

についても併せて規定するものとしている

（試案第二、二2（1））。

また、試案では、身上監護に関する個別的

規定として、本人の住居の確保を保障する観

点から、成年後見人による本人の居住用不動

産の処分等の行為（売却、賃貸、賃貸借契約

の解除、抵当権の設定等）について、家庭裁

判所の許可を要する旨の規定を設けるものと

している（試案第二、二2（2））。

オ　成年後見監督人制度の充実

成年後見人に対する監督体制の充実の観点

から、試案では、①後見類型における現行の

後見監督人に加えて、補助・保佐の各類型に

ついても補助監督人．保佐監督人の制度を新

設する（試案第二、三4）とともに、②法人

を成年後見監督人に選任することができるこ

とを法文上明らかにし（試案第二、三3）、

③成年後見事務の適正を期するために必要が

あるときは、家庭裁判所が職権で成年後見監

督人を選任することができるものとする（試

案第二、三1）など、所要の規定の整備を行

うものとしている。

（3）公的機関の監督を伴う任意代理制度（任意後

見制度）について（試案第三）

現行民法の解釈上は、本人の意思能力喪失後

も任意代理権は消滅しないものと解するのが通

説であるが、本人の判断能力が低下した後は、

本人が自ら任意代理人を監督することはでき

ず、権限濫用のおそれがあるため、実際には、

判断能力低下後の事務に関する代理権をその低

下前に授権する委任契約は、利用することが困

難であるのが実情である。そこで、近年、本人

の判断能力低下後における任意代理人に対する

公的機関の監督の枠組みを制度化して、任意代

理人の権限濫用の防止を制度的に保障すること

により、そのような委任契約の活用を図るべき

であるとする見解が主張されている。

このような公的機関の監督を伴う任意代理制

度は、英米法系諸国において最近導入された「継

続的（持続的）代理権」制度に着想を得て提案

されたものであり、法定の後見制度と対比して、

「任意後見」制度と称されている。

試案では、公的機関の監督を伴う任意代理制

度（任意後見制度）を法制化することの要否に

ついて、実現可能な具体案を示した上で、なお

検討するものとしており（試案第三）、その採

否については、関係各界に対する意見照会の結

果等を踏まえて最終的な決定がされる予定であ

る。

試案に示された任意後見制度の概要は、次の

とおりである。

（以下、前記（1）の補助・保佐・後見を総称して

「法定後見」という。）

ア　任意後見契約（任意後見人との契約）の締

結（試案第三、一）

後記イの「任意後見監督人」制度の創設を

前提とした上で、「自己に関する法律行為の

全部又は一部について、家庭裁判所による任

意後見監督人の選任を停止条件として代理権

を付与する委任契約」を「任意後見契約」と

いい、また、その受任者を「任意後見人」と

いう。

公証人の関与により適法かつ有効な契約の

締結及びその確実な立証を確保する等の観点

から、任意後見契約は、公正証書によること

を要するものとする。

①　本人

法定後見との抵触．重複の回避の観点か

ら、任意後見契約を締結することができる
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のは、法定後見の開始決定を受けていない

者に限るものとする。

②　任意後見人

法人が任意後見人になることができるこ

とを法文上明らかにするものとする。

イ　任意後見監督人の運任（拭業第三、二）

実効的な監督機能を担保するため、家庭裁

判所の選任する「任意後見監督人」の制度を

創設するものとする。

任意後見契約を締結した本人について少な

くとも補助類型に該当する程度以上の痴呆・

知的障害・精神障害等が認められるときは、

家庭裁判所は、本人、配偶者、四親等内の親

族、任意後見人又は検察官の申立てにより、

本人の同意を得た上で（本人が表意不能の場

合を除く。）、任意後見監督人を選任すること

ができるものとする。

①　本人の心神の状況に関する認定方法

原則として鑑定を要しないものとするこ

とについて、なお検討するものとする。

②　任意後見監督人

法人が任意後見監督人になることができ

ることを法文上明らかにするものとする。

ウ　任意後見監督人の監督事務等（試案第三、

三）

任意後見監督人は、任意後見人の事務を監

督するとともに、任意後見人の事務について、

家庭裁判所に報告する義務を負うものとす

る。

任意後見人に不適任の事由があるときは、

家庭裁判所は、任意後見監督人、本人、配偶

者、四親等内の親族又は検察官の申立てによ

り、任意後見人を解任することができるもの

とする（任意後見人の解任により、任意後見

契約は当然に終了する。）。

工　法定後見との調整（試案第三、四）

自己決定の尊重等の観点から、本人が任意

後見契約を締結しているときは、原則として、

法定後見開始の申立てがあっても、家庭裁判

所は、法定後見の開始決定をしないものとす

る。

ただし、法定後見との合理的な調整等の観

点から、任意後見契約を締結した本人につい

て法定後見による保護が必要であるときは、

本人、任意後見人、任意後見監督人又は検察

官は、法定後見開始の申立てをすることがで

き、その中立てにより法定後見の開始決定が

されたときは、任意後見契約は当然に終了す

るものとする。

なお、本人保護の実効性を確保する観点か

ら、任意後見監督人の選任後における任意後

見人の辞任（民法第651条第1項の規定に基

づく任意後見契約の解除）に関して、正当な

事由を要件とする旨の制限を設けることの適

否については、なお検討するものとする。

（参考）

〔別表1〕　＜補助．保佐．後見の三類型の概要＞

〔別表2〕　＜公的機関の監督を伴う任意代理制度

（任意後見制度）の概要＞

〔別表3〕　＜補助・保佐・後見の三類型と任意後

見制度の対応関係＞
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〔別表1〕 ＜補助・保佐・後見の三類型の概要＞

神 保 ■．額 ．型・ 保佐類型 後見類型

寮

畔

判　 断　 能　 力 軽度の痴呆 ・知的障害 ・精神障害等 心神耗弱者 心神喪失の常況

く対象者〉

「．▼■‾ニー，，ニー，ニー一ニーニー－目
蔓 鑑 定
u

により代理権又は同意権 ．取消権に

よる保護を必要 とする者

にある者

原則 として不要 腰 検，語 原則として必要 同　 左

開
姶

の
手
続

申　 立　 権ノ　者

本人、配偶者、四親等内親族、検察

官、任意後見人、任意後見監督人等

福祉関係の行政機関 （車検紺

同　 左 同　 左

u…本人の同意
u

必　 要

成年後見人 補　 助　 人
一保　 佐　 人

後　 見　 人

同
意
権

．
取
消
権

付与の対象 特定の法律行為 民法12条 1 項各号

所定の行為

日常生活必要行

為以外の行為

付 与 の 申立 て 必　 要 不　 要 同　 左

「u
…本人の同意
口

必　 要

取　 消　 権　 者 本人 〔及び補助人〕（要∴検討） 本人及び保佐人 本人及び後見人

代

理

権

付与の対象 特定の法律行為 保佐人の同意必要

行為の全部 ．一部

財産に関するす

ベての法律行為

付 与 の 申立 て 必　 要 同　 左 不　 要

口…本人の同意
口

必　 要 同　 左

＿職

中

財　 産　 管　 理 本人の財産を管理する権利

く代理権等の範囲に対応〉

同　 左 同　 左

身　 上　 監　 護 本人の身上に配慮する義務 同　 左 同　 左

く代理権等の範囲に対応〉 療養看護義務
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〔別表2〕　　　＜公的機関の監督を伴う任意代理制度（任意後見制度）の概要＞

判断能力の低下

任意後見監督人の選任の申立て

任意鶴見監督人の運

＊本人＝法定後見開始決定を受けていない者
＊内容＝任意後見監督人の選任を停止条件として
代理権を付与する委任契約

＊対象＝自己に関する法律行為の全部又は一部
＊方式＝公正証害の作成

＊少なくとも補助類型に該当する程度以上の
精神上の障害

＊申立権者＝本人、配偶者、四親等内の親族、
任意後見人又は検察官

＊本人の同意（表意不能の場合を除く。）
＊鑑定は原則として不要（要検討）

任意後見監督ふによる監督

＊任意後見人の事務の監督
＊家庭裁判所に対する報告

任意後見人の代理権の効力発生

任意後見人の不適任
ニ

ー　法定後見開始の必要性
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＊任意後見人の解除
（辞任）＝正当の事由
の要否（要検討）

任意後見契約の終了



〔別表3〕　　　　＜補助・保佐．後見の三類型と任意後見制度の対応関係＞

（判断能力の程度）二…　軽度の痴呆－知的　エ．－・．……エ心神耗弱エ…ニー・．‥■エ　心神喪失の常況
障害・精神障害等

成年後見制度改正に関する要綱試案
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第一　禁治産制度及び準禁治産制度の
改正につt、て

「自己決定の尊重」の理念と「本人の保護」の

理念との調和を旨として、各人の多様な判断能力

及び保護の必要性の程度に応じた柔軟かつ弾力的

な措置を可能とする利用しやすい制度を設計する

ために、①軽度の痴呆、知的障害、精神障害等の

状態にある者を対象とし、保護の内容（代理権又

は同意権．取消権）及び対象行為の範囲の選択を

当事者の申立てにゆだねる新しい保護類型として

「補助」類型（後記一）を新設するとともに、現

行の二類型の内容を弾力化して名称を改め、②現

行の準禁治産類型に相当する、「保佐」類型（後

記二）に関しては、新たに、保佐人に代理権及び

取消権を付与した上で、保佐人の代理権の設定及

び範囲の選択を当事者の申立てにゆだね、③現行

の禁治産類型に相当する「後見」類型（後記三）

に関しても、新たに、日常生活に必要な範囲の行

為については、専ら本人の判断にゆだねて取消権

の対象から除外することとし、次の三類型を制度

化するものとする。

－　補助類型（新設）

1　補助開始決定（新設）

軽度の精神上の障害（軽度の痴呆、知的障

害、精神障害等）により後記3又は4に定め

る保護を必要とする者（注1）については、

家庭裁判所は、本人、配偶者、四親等内の親

族、保佐人、後見人又は検察官（注2）の請

求により、補助開始の決定をすることができ

るものとする。この場合において、本人以外

の者の請求により決定をするときは、本人の

同意を得なければならないものとする。

（注1）重度の身体障害により意思疎通が著し

く困難であり、適切な表示行為をするこ

とができない者を補助類型の対象に含め

ることの適否については、なお検討する

ものとする。

（注2）福祉関係の行政機関に申立権を付与す

ることについては、なお検討するものと

する（後記二1及び三1においても同じ。）

2　補佐人（新設）

補助開始の決定があった場合における本人

（以下「被補助人」という。）には、補助人を



付すものとする。

3　同意権及び取消権（新設）

（1）家庭裁判所は、補助開始の決定の時に、

又はその後に、前記1に掲げる請求権者又

は補助人の請求により、その請求の範囲内

において、特定の法律行為をするには補助

人の同意を得なければならない旨を定める

ことができるものとする。この場合におい

て、本人以外の者の請求によりその定めを

するときは、本人の同意を得なければなら

ないものとする。

（2）家庭裁判所は、前記（1）の定めをした後に、

前記1に掲げる請求権者又は補助人の請求

により、その定めを取り消し、又はその請

求の範囲内において補助人の同意を得なけ

ればならない行為の範囲を変更することが

できるものとする。この場合において、被

補助人以外の者の請求により補助人の同意

を得なければならない行為の範囲を拡張す

るときは、被補助人の同意を得なければら

ないものとする。

（3）前記（1）又は（2）により補助人の同意を得な

ければならない行為について、補助人が正

当な理由なく同意を拒むときは、家庭裁判

所は、被補助人の請求により、被補助人に

対して補助人の同意に代わる許可を与える

ことができるものとする。

（4）前記（1）又は（2）により補助人の同意を得な

ければならない行為を被補助人が補助人の

同意を得ないでしたときは、被補助人（注）

は、これを取り消すことができるものとす

る。

（注）補助人に取消権を付与することの適否

については、なお検討するものとする。

4　代理権（新設）

（1）家庭裁判所は、補助開始の決定の時に、

又はその後に、前記1に掲げる請求権者又

は補助人の請求により、その請求の範囲内

において、特定の法律行為について補助人

に代理権を付与することができるものとす

る。この場合において、本人以外の者の請

求により補助人に代理権を付与するとき

は、本人の同意を得なければならないもの
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とする。

（2）家庭裁判所は、前記（1）により補助人に代

理権を付与した後に、前記1に掲げる請求

権者又は補助人の請求により、その代理権

の付与を取り消し、又はその請求の範囲内

において代理権の範囲を変更することがで

きるものとする。この場合において、被補

助人以外の者の請求により代理権の範囲を

拡張するときは、被補助人の同意を得なけ

ればならないものとする。

5　決定の取消し（新設）

補助の原因が止んだときは、家庭裁判所は、

前記1に掲げる請求権者又は補助人の請求に

より、補助開始の決定を取り消さなければな

らないものとする。

保佐類型

1　保佐開始決定（民法第十一条、第十三条関

係）

心神耗弱者（注）については、家庭裁判所

は、本人、配偶者、四親等内の親族、補助人、

後見人又は検察官の請求により、保佐開始の

決定をすることができるものとする。

（注）浪費者は、保佐類型の対象とはしないも

のとする。

「心神耗弱」の用語については、なお検

討するものとする。

2　保佐人（民法第十一条関係）

保佐開始の決定があった場合における本人

（以下「被保佐人」という。）には、保佐人

を付すものとする。

3　同意権及び取消権（民法第十二条関係）

（1）被保佐人は、次に掲げる行為をするには、

その保佐人の同意を得なければならないも

のとする。

①　元本を領収し、又は利用すること。

②　借財又は保証をすること。

③　不動産又は重要な動産その他の財産に

関する権利の得喪を目的とする行為をす

ること。

④　訴訟行為をすること。

⑤　贈与、和解又は仲裁契約をすること。

⑥　相続を承認し、又は放棄すること。



⑦　遺産の分割をすること。

⑧　贈与の申込みを拒絶し、若しくは遺贈

を放棄し、又は負担付贈与の申込みを承

諾し、若しくは負担付遺贈を承認するこ

と。

⑨　新築、改築、増築又は大修繕に関する

契約をすること。

⑩　第六百二条に規定する期間を超える賃

貸借をすること。

（注）前記①から⑩までの列挙事項（民法第

十二条第一項に規定する行為）の見直し

の要否については、なお検討するものと

する。

（2）家庭裁判所は、前記（1）に掲げる行為以外

の行為をするにも、保佐人の同意を得なけ

ればならない旨を定めることができるもの

とする。

（3）家庭裁判所は、前記（2）の定めをした後に、

前記1に掲げる請求権者又は保佐人の請求

により、その定めを取り消し、又はその請

求の範囲内において、その定めにより保佐

人の同意を得なければならないものとされ

た行為の範囲を変更することができるもの

とする。

（4）前記（1）から（3）までにより保佐人の同意を

得なければならない行為について、保佐人

が正当な理由なく同意を拒むときは、家庭

裁判所は、被保佐人の請求により、被保佐

人に対して保佐人の同意に代わる許可を与

えることができるものとする。

（5）前記（1）から（3）までにより保佐人の同意を

得なければならない行為を被保佐人が保佐

人の同意を得ないでしたときは、被保佐人

又は保佐人は、これを取り消すことができ

るものとする。

4　代理権（新設）

（1）家庭裁判所は、保佐開始の決定の時に、

又はその後に、前記1に掲げる請求権者又

は保佐人の請求により、その請求の範囲内

において、前記3（1）から（3）までにより保佐

人の同意を得なければならない行為の全部

又は一部について保佐人に代理権を付与す

ることができるものとする。この場合にお

いて、本人以外の者の請求により保佐人に

代理権を付与するときは、本人の同意を得

なければならないものとする。

（2）家庭裁判所は、前記（1）により保佐人に代

理権を付与した後に、前記1に掲げる請求

権者又は保佐人の請求により、その代理権

の付与を取り消し、又はその請求の範関内

において代理権の範囲を変更することがで

きるものとする。この場合において、被保

佐人以外の者の請求により代理権の範囲を

拡張するときは、被保佐人の同意を得なけ

ればならないものとする。

5　決定の取消し（民法第十三条関係）

保佐の原因が止んだときは、家庭裁判所は、

前記1に掲げる請求権者又は保佐人の請求に

より、保佐開始の決定を取り消さなければな

らないものとする。

後見類型

1　後見開始決定（民法第七条関係）

心神喪失の常況にある者（注）については、

家庭裁判所は、本人、配偶者、四親等内の親

族、補助人、保佐人、未成年後見人又は検察

官の請求により、後見開始の決定をすること

ができるものとする。

（注）「心神喪失」の用語については、なお検

討するものとする。

2　後見人（民法第八条関係）

後見開始の決定があった場合における本人

（以下「被後見人」という。）には、後見人

を付すものとする。

3　取消権（民法第九条関係）

被後見人の行為は、被後見人又は後見人が

取り消すことができるものとする。ただし、

日常の生活に必要な範囲の行為は、この限り

でないものとする。

4　代理権（民法第八百五十九条第一項関係）

後見人は、被後見人の財産に関するすべて

の法律行為について、被後見人を代理するこ

とができるものとする。

5　決定の取消し（民法第十条関係）

後見の原因が止んだときは、家庭裁判所は、

前記1に掲げる請求権者又は後見人の請求に
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より、後見開始の決定を取り消さなければな

らないものとする。

（以下、補助、保佐及び後見の開始決定を総称し

て「成年後見開始決定」といい、補助、保佐及

び後見の開始請求を総称して「成年後見開始請

求」という。）

（後注）（1）本人の心神の状況に関する認定方法

に関しては、補助類型においては原則

として鑑定を要しないものとし、保佐

類型及び後見類型においては－一定の要

件を満たす場合には例外的に鑑定を要

しないものとすることについて、なお

検討するものとする。

（2）成年後見開始請求があった場合にお

ける本人の審問に関しては、その要件

及び方法について、なお検討するもの

とする。

（3）成年後見開始決定の審判を本人に告

知することについて、なお検討するも

のとする。

（4）成年後見開始決定等に関する公示方

法については、戸籍への記載に代わる

新しい登録制度を創設することの適否

を含めて、なお検討するものとする。

（5）現行の禁治産者及び準禁治産者に関

しては、現行法令上、多数の資格制限

が規定されているが、新しい成年後見

制度の下における資格制限の在り方に

ついては、その範囲を縮減する方向で

検討するものとするo

第二　後見制度及び保佐制度の改正に
つ①lて

（以下、補助人、保佐人及び後見人を総称して「成

年後見人」といい、後記三4の補助監督人及び保

佐監督人並びに後見監督人を総称して「成年後見

監督人」という。）

一　成年後見人の選任について

1配偶者法定後見人制度の廃止（民法第八百

四十条、第八百四十七条第一項関係）

◎成年後見制度の改正に関する要綱試案について

家庭裁判所が事案に応じて最も適任と認め

られる者を成年後見人に選任することができ

るようにするため、配偶者が当然に後見人と

なる旨を定める民法第八百四十条の規定を削

除するものとする。

2　複数成年後見人制度の導入（民法第八百四

十三条、第八百四十七条第一項関係）

複数¢）成年後見人を選任することができる

ようにするため、後見人の人数を一一人に制限

する民法第八百四十三条の規定を削除すると

ともに、複数の成年後見人の権限関係を明確

にするため、次のアからりまでの趣旨の規定

を設けるものとする。

ア　複数の成年後見人が選任されたときは、

各成年後見人は、それぞれ単独でその権限

を行使することができるものとする。ただ

し、家庭裁判所は、本人、成年後見人若し

くは成年後見監督人の請求により又は職権

で、各成年後見人が共同してその権限を行

使すべき旨又は各成年後見人が職務を分掌

してその権限を行使すべき旨を定めること

ができるものとする。

イ　家庭裁判所は、本人、成年後見人若しく

は成年後見監督人の請求により又は職権

で、前記アただし書に基づいてした定めを

取り消すことができるものとする。

り　複数の成年後見人が代理権を有するとき

は、第三者の意思表示は、その一人に対し

てすれば足りるものとする。

3　法人成年後見人制度の明文化（新設）

法人を成年後見人に選任することができる

ことを法文上明らかにするものとする。

（注）家庭裁判所は、本人との関係において適

切な法人を成年後見人に選任するため、後

記4（3）のとおり、同4（3）に掲げる諸事情を

考慮するものとする。

4　成年後見人の選任手続（民法第八百四十一

条、第八百四十七条第一項関係）

（1）家庭裁判所は、成年後見開始決定をする

ときは、職権で、成年後見人を選任しなけ

ればならないものとする（民法第八百四十

一条前段、第八百四十七条第一項関係）。

（2）成年後見人が欠けたときは、家庭裁判所
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は、本人の親族その他の利害関係人の請求

により又は職権で、成年後見人を選任しな

ければならないものとする（民法第八百四

十一条後段、第八百四十七条第一項関係）。

（3）家庭裁判所は、本人の財産及び生活の状

況、成年後見人となるべき者の職業又は事

業及び資産の状況、本人と成年後見人とな

るべき者との関係、成年後見人の選任に関

する本人の陳述及び成年後見人となるべき

者の意見その他一切の事情を考慮して、成

年後見人を選任するものとする（民法第八

百四十一条関係）。

5　成年後見人及び成年後見監督人の欠格事由

（民法第八百四十六条第二号、第八百四十七

条第一項、第八百五十二条関係）

保佐及び後見の開始決定については、成年

後見人及び成年後見監督人の欠格事由とはし

ないものとする。

成年後見人の職務等について

1　財産管理（民法第八百五十九条第一項関係）

成年後見人は、その権限の範囲に応じて、

本人の財産を管理する権限を有するものとす

る。

2　身上監護及び本人の意思の尊重（新設。民

法第八百五十八条関係）

財産管理（契約の締結、費用の支払等に関

する職務）と身上監護（医療、住居の確保、

施設の入退所、介護．生活維持、教育・リハ

ビリ等に関する職務）の密接不可分な関連性

を考慮して、次の（1）のとおり、現行の民法第

八百五十八条の規定に加えて、成年後見人の

権限（代理権・財産管理権等）の行使に当た

って本人の身上に配慮すべき旨の身上監護に

関する一般的な規定を創設するとともに、そ

の中で本人の意思の尊重についても併せて規

定するものとする。さらに、身上監護に関す

る個別的規定として、本人の住居の確保を保

障する観点から、次の（2）のとおり、成年後見

人による本人の居住用不動産の処分等の行為

について、家庭裁判所の許可を要する旨の規

定を設けるものとする。

（1）成年後見人は、その権限を行使するに当

たって、本人の福祉を旨として、本人の意

思を尊重し、かつ、自己の権限の範囲に応

じて本人の身上に配慮しなければならない

ものとする。

（注）後見人の療養看護義務等に関する民法

第八百五十八条の規定は、後見類型に特

有の規定として、現行どおり維持するも

のとする。

（2）成年後見人が本人に代わって本人の居住

の用に供する不動産に関する売却、賃貸、

賃貸借契約の解除、抵当権の設定その他こ

れらに準ずる行為をするには、家庭裁判所

の許可を得なければならないものとする。

3　成年後見の費用（新設）

成年後見人が成年後見事務を処理するため

に必要な費用は、本人の財産から支弁する旨

の明文の規定を設けるものとする。

4　成年後見人の報酬（新設。民法第八百六十

二条関係）

補助人及び保佐人の報酬については、後見

人の報酬に関する民法第八百六十二条の規定

を準用するものとする。

成年後見監督人制度について

1　後見監督人の選任（民法第八百四十九条関

係）

後見監督人がない場合において必要がある

と認めるときは、家庭裁判所は、被後見人の

親族又は後見人の請求によるほか、職権で後

見監督人を選任することができるものとす

る。後見監督人が欠けた場合も、同様とする。

2　後見監督人の報酬（民法第八百五十二条関

係）

後見監督人の報酬については、成年後見人

の報酬に関する民法第八百六十二条の規定を

準用するものとする。

3　法人後見監督人制度の明文化（新設）

法人を後見監督人に選任することができる

ことを法文上明らかにするものとする。

4　補助監督人及び保佐監督人の制度（新設）

補助人及び保佐人にも一定の範囲の代理権

・財産管理権等が認められるので、これらを

監督するため、補助監督人及び保佐監督人の



◎成年後見制度の改正に関する要綱試案について

制度を新設し、その選任、職務、報酬等につ

いて後見監督人に関する主要な規定を準用す

るとともに、補助人及び保佐人の権限の範囲

に即した監督権限を定める規定を設けるもの

とする。

第三　公的機関の監督を伴う任意代理
制度（任意後見制度）について
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次のような公的機関の監督を伴う任意代理制

度（任意後見制度）を法制化することについて、

なお検討するものとする。

（以下、前記第一の補助、保佐及び後見を総称し

て「法定後見」という。）

一　任意後見契約の締結

1　法定後見の開始決定を受けていない者は、

自己に関する法律行為の全部又は一部につい

て、後記二の家庭裁判所による任意後見監督

人の選任を停止条件として代理権を付与する

委任契約（以下「任意後見契約」という。）を締

結することができるものとする（以下、任意

後見契約の受任者を「任意後見人」という。）。

2　任意後見契約は、公正証書によってしなけ

ればならないものとする。

3　法人が任意後見人となることができること

を法文上明らかにするものとする。

（注）前記1の「自己に関する法律行為」には、

財産管理に関するもの及び身上監護に関する

ものの双方が含まれるものとする。

二　任意後見監督人の選任

1　任意後見契約を締結した本人が法定後見の

類型に該当する心神の状況（注）にあるとき

は、家庭裁判所は、本人、配偶者、四親等内

の親族、任意後見人又は検察官の請求により、

任意後見監督人を選任することができるもの

とする。この場合においては、本人がその意

思を表示することができない場合を除き、本

人の同意を得なければならないものとする。

（注）本人の心神の状況については、少なくと

も補助類型に該当する程度以上の精神上の

障害（痴呆・知的障害・精神障害等）が認

められれは足りるものとする。

本人の心神の状況に関する認定方法に関

しては、原則として鑑定を要しないものとす

ることについて、なお検討するものとする。

2　法人を任意後見監督人に選任することがで

きることを法文上明らかにするものとする。

三　任意後見監督人の監督事務等

1任意後見監督人は、任意後見人の事務を監

督するものとする。

2　任意後見監督人は、任意後見人の事務につ

いて、定期的に、又は家庭裁判所の請求に応

じて、家庭裁判所に報告をしなければならな

いものとする。

3　任意後見人に不正な行為、著しい不行跡そ

の他その任務に適しない事由があるときは、

家庭裁判所は、任意後見監督人、本人、配偶

者、四親等内の親族又は検察官の請求により、

任意後見人を解任することができるものとす

る。

四　法定後見との関係の調整

1　法定後見の開始請求に係る本人が法定後見

の類型に該当する心神の状況にあると認める

場合であっても、本人が任意後見契約を締結

しているときは、家庭裁判所は、法定後見の

開始決定をしないものとする。ただし、後記

2に掲げる者の請求による場合は、この限り

でないものとする。

2　任意後見契約を締結した本人について法定

後見による保護が必要であるときは、本人、

任意後見人（注）、任意後見監督人又は検察

官は、法定後見の開始請求をすることができ

るものとする。この場合において、法定後見

の開始決定がされたときは、任意後見契約は

終了するものとする。

（注）任意後見監督人が選任された後に、任意後

見人が民法第六百五十一条第一項の規定に基

づいて任意後見契約を解除するには、正当な

事由がなければならないものとすることの適

否について、なお検討するものとする。

以上


